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4、5、6月は、社会保険算定の対象月です。その前に一度、月額変更の対象となる昇給、または降給のもれがないかをチェックしてください。ここでいう昇給・降給とは、

①基本給、職務手当等、毎月定額で支払われる金額の変更

②歩合給の金額変更

③交通費の変更

などがあります。１月、４月に昇・降給のある会社が多いようです。もし変更がある場合、標準報酬月額で、２等級以上の差がある場合、月額変更の手続きを行うため、注意する必要があります。
　また、日給制の場合、４、５、６月いずれかの月で17日以上の出勤日数がないと改定をしないこととなっています。（今までと同じ標準報酬月額とされます）日給制で、稼働日数を減らしている会社はご注意ください。
住民税特別徴収をしている事業所宛に、この時期今年度の徴収税額の通知がきます。

６月は、年額を１２等分した額と過不足を調整して納付するので、７月以降とは金額が異なります。

特に、コンピューターを使っての給与計算を行っている事業所については、６月および７月以降の税額の入力にお気をつけ下さい。
１．「70歳まで働ける企業」の普及促進を図るために、（１）、（２）、及び（３）の事業主が、以下の制度を取り入れた事業主に対して支給されます。

（１）60歳以上65歳未満の定年を定めている中小事業主が

　①定年引上げ（65歳以上70歳未満）
　②70歳以上の定年の引上げ、または、定年の定めの廃止

　③希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入

　④希望者全員を対象とする65歳安定継続雇用制度の導入
　⑤希望者全員を対象とする65歳安定継続雇用制度と希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入を併せて実施

　⑥定年の引き上げ（65歳以上70歳未満）と希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入を併せて実施

　いずれかを行った場合。

（２）65歳以上70歳未満の定年を定めている中小事業主が、
　①70歳以上への定年の引き上げ又は定年の定めの廃止
　③希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入

　いずれかを行った場合。

（３）60歳以上65歳未満の定年及び65歳以上70歳未満の希望者全員を対象とする継続雇用制度を定めている事業主が、
　①希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入

　②希望者全員を対象とする65歳安定継続雇用制度と希望者全員を対象とする70歳以上までの継続雇用制度の導入を併せて実施

　③希望者全員を対象とする65歳安定継続雇用制度の導入

２．支給額

　上記それぞれのパターン、企業規模により助成額が異なります。詳しく知りたい場合は、ご連絡ください。

例：（１）60歳以上65歳未満の定年を定めている中小事業主が
	企業規模
	②70歳以上の定年の引上げ、または、定年の定めの廃止
	③希望者全員を対象とする70歳以上の継続雇用制度の導入

	1～9人
	８０万円
	４０万円

	10～99人
	１２０万円
	６０万円


３．支給対象となる事業主としてのその他の条件

　イ．雇用保険の適用事業の事業主であり、定年や継続雇用制度の年齢の引上げを実施した日において中小事業主（常用被保険者300人以下）であること

　ロ．実施日から起算して１年前の日から当該実施日までの期間に、60歳以上の定年を定め、かつ63歳以上の継続雇用制度を定めていること。または63歳以上の定年を定めていること

　ハ．中小企業定年引上げ等奨励金の申請日の前日において、１年以上継続して雇用されている60歳以上の常用被保険者が１人以上いること。（65歳に達した日以後に新たに雇用された方は除外します）
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；健康保険に給付の制限があると聞きました。どのような場合でしょうか？また、請求の時効があるとききましたが、どれくらいで時効となるのですか？
Ａ；健康保険では、以下に記すように制度の趣旨に反する事由による負傷等に関しては、給付の全部又は一部について制限を行います。
①故意の犯罪行為または事故（自殺に失敗して入院した場合など）

②著しい不行跡（けんか、泥酔、麻薬中毒など）による事故

③正当な理由なく医師の指導に従わず、保険者の指示による診断を拒んだとき

④詐欺その他不正な行為で保険給付を受け、または受けようとしたとき

⑤正当な理由がないのに保険者の文書提出命令や質問に応じないとき

⑥伝染病予防法等の法律によって、国または地方公共団体が負担する療養の給付等があったとき。

また、他の制度から同様の給付が行われる場合等、健康保険の適用対象外となり、療養の給付が受けられない場合があります。

①業務上・通勤途上の病気や怪我（労災保険より給付）

②病気とみなされないもの（単なる疲労や倦怠、美容整形、近眼矯正手術、先天的な皮膚の病気、正常な妊娠と出産）

③健康診断やそのための検査
④予防注射（予防接種は、医師が必要と認めた場合には可能）

⑤経済上の理由による妊娠中絶

⑥一定の選定療養および高度先進医療

　事業主の方の仕事中のケガは、健康保険も、労災保険も使えませんのでご注意ください。記名式で手続きを行う、特別加入を行えば、労災保険に加入することもできます。

　また、健康保険の給付を受ける権利は、２年で時効となり、消滅します。いつでも請求できると放っておくと給付が受けられなくなりますのでご注意ください。
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算定基礎届提出の準備について





助成金の紹介


～中小企業定年引上げ等奨励金～
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住民税の特別徴収
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